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収録誌 沖縄専門委員 高岡大輔氏
の訪沖に関する書類

言語 日本語

媒体種別 紙

公開有無 有（マイクロフィルム）

所蔵機関 沖縄県公文書館

利用方法 沖縄県公文書館で利用手続
きを行う

　琉球政府が直前まで調整した、高岡大

輔の沖縄調査日程案。日程案では、7月7

日、8日が尖閣諸島調査に当てられている

（調査後の報告書によれば、実際の調査は

7月8日、9日、10日の3日間）。

資料概要

7月4日 （木）  

7月5日 （金） 　  　

7月6日 （土） 　

   　

   　  　

7月7日 （日） 　 　 図南丸使用

   09：00～19：00　 石垣港発　尖閣列島着 船中泊

    （水深、海底地質その他調査） 

   　 　

7月8日 （月）   　　〃

   09：00～17：00 尖閣列島一帯を視察

    （　　　　　〃　　　　　 ）

7月9日 （火） 09：00～19：00　 尖閣列島発　石垣港着 石垣泊

    

7月10日（水） 　   ホテル

7月11日（木） 15：00～16：00 古賀善次氏と懇談 

（略）

沖縄問題等懇談会専門委員高岡大輔氏
の沖縄調査日程

17：00～18：00 古賀善次氏訪問（尖閣列島所有者）
図南丸石垣港向け出港（伊志嶺、大城同乗）10：00

16：00　石垣港着
19：00　石垣港発
20：30　石垣着1泊

07：00

07：00

17：30

06：00

全調査終了

石垣港入港

19：00 石垣港発

尖閣列島着

尖閣列島着

Ｋ桟橋（那覇）

8ノット

（※斜体は原資料中手書きで追記されている部分を示す。）

内容見本

謹啓（略）

沖縄問題等懇談会（座長大浜信泉）専門委員高岡大輔氏による貴殿

所有の尖閣列島調査（水深及び海底地質等調査）（略）に際しまして

は、琉球政府としても全面的にご協力申し上げることになりましたので、

水産研究所の図南丸を借用し、琉球大学教授ならびに政府気象専門

家などを同行させることになりました。

　ついては、（略）貴殿の文書によりますご同意を得たいので、早目にご

回報くださるようお願い申しあげます。　（略）　

１　貴殿所有の尖閣列島島嶼周辺への立入調査および土壌の持出し

の件２　貴殿所有の上記島嶼での水深および海底地質等の調査の件

　敬具　

　1968年7月1日　

　琉球政府

　総務局長　仲本昌達

○○○○　殿

内容見本

琉球政府

　総務局長　仲本昌達殿

拝復　7月1日付御書面拝見いたしました

沖縄問題等懇談会専門委員高岡大輔殿御一行による私所有の

尖閣列島調査の件は私異存はありませんからご調査せられ

たく以上回答申上ます　敬具

　1968年7月2日

　　　那覇市 ○○○○○

　　　　　　　○○○○

　  （印）[1968.7.2受付　総務局　第　 号]

内容見本

尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成31年度） 尖閣諸島に関する資料調査報告書（平成31年度）129 130

尖閣諸島の調査を含む沖縄調査の日程表

（2）-①沖縄問題等懇談会専門委員高岡大輔氏による調査に関する資料時代区分Ⅴ

尖閣諸島の調査にあたって地権者が同意を示す文書

（2）-①沖縄問題等懇談会専門委員高岡大輔氏による調査に関する資料時代区分Ⅴ

1968年（昭和43年）7月2日
[高岡大輔の尖閣諸島調査に関する古賀善次の回答（同意）]71No.

1968年（昭和43年）7月1日
沖縄問題等懇談会専門委員高岡大輔氏の沖縄調査日程70No.

時
代
区
分

４

Ⅴ
報H28/P24 報H28/P25

作成年月日 1968年（昭和43年）7月2日

編著者 [古賀善次]

発行者 -

収録誌 沖縄専門委員高岡大輔氏の訪沖に関する書類

言語 日本語

媒体種別 紙（マイクロフィルム）

公開有無 有

所蔵機関 沖縄県公文書館

利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

　沖縄問題等懇談会（座長大浜信泉）専門委員高岡大輔氏による尖

閣列島調査（水深及び海底地質等調査）については、琉球政府としても

全面的に協力することになり、水産研究所の図南丸（となんまる）を借用

し、琉球大学教授ならびに政府気象専門家などを同行させることとなっ

た。これに関し、尖閣諸島を所有する古賀氏に宛てた同意願に対する古

賀善次の回答（同意）。

資料概要

所蔵：沖縄県公文書館

所蔵：沖縄県公文書館
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